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 Time‑limit to express interests by erectr‑

ic bidding system : 17 : 30 8 Feb, 2016 : (by

bringing : 17 : 30 8 Feb, 2016)

 Bid Opening : 16 : 00 15 Mar, 2016

 Time‑limit for the submission of tenders

by erectric bidding system : 16 : 00 14 Mar,

2016 (by bringing : 16 : 00 14 Mar, 2016)

 Contact point for tender documentation :

General Affairs Section, Chugoku Tech‑

nical and Engineering Office, Chugoku

Regional Development Bureau, Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism, 281 Funakoshi‑minami, Aki‑
Ward, Hiroshima‑City, Hiroshima‑Prefect‑

ure 7360082, TEL : 0828222340 Fax :
0828231402

公募型競争入札方式に係る手続開始の公示
（建築のためのサービスその他の技術的
サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を
開始します。
平成 28 年１月 29 日
支出負担行為担当官
関東地方整備局副局長 髙田 昌行

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 14
〇第７号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 東京国際空港西旅客ターミナル地
区エプロン他土質調査
 業務内容 本業務は、東京国際空港西旅客
ターミナル地区エプロン、Ｗ誘導路及びＺ誘
導路の耐震計画に基づき、地盤の土性を把握
するとともに、土性結果を用いて液状化判定
を実施し、設計・施工の基礎資料とするもの
である。
 履行期限 契約締結の日から平成29年３月
17日まで。
 本業務は提出資料、入札等を電子入札シス
テムで行う対象業務である。なお、電子入札
システムによりがたいものは、発注者の承諾
を得た場合に限り紙入札方式に代えることが
できる。

 本業務は、技術提案等を受け付け、価格以
外の要素と価格を総合的に評価して落札者を
決定する総合評価落札方式の適用業務であ
る。また、予算決算及び会計令（昭和22年勅
令第165号）（以下「予決令」という。）第85条
の基準に基づく価格を設定する総合評価落札
方式においては、予定価格100万円を超える
業務の場合には、技術提案の確実な履行の確
保を厳格に評価するため、技術提案の評価項
目に新たに「履行確実性」を加えて技術評価
を行う試行業務である。
 本業務は、予決令第85条に基づく調査基準
価格を下回る価格で契約した場合（予定価格
が100万円を超え1000万円以下の業務におい
ては「調査基準価格の算定式に準じて算定し
た価格を下回る価格で契約した場合」）、業務
の品質確保を図ることを目的とし、契約図書
の照査の有無に関わらず、契約相手方の負担
において第三者照査を実施することを義務づ
ける業務である。
 本業務は、参加表明書を提出した者に対し、
見積参考資料（金抜き設計書）を開示する業
務である。

２ 指名されるために必要な要件
 入札参加者に要求される資格 入札に参加
しようとする者は、１）に掲げる資格を満た
している単体企業又は２）に掲げる資格を満
たしている設計共同体であること。
１）単体企業
 予決令第70条及び第71条の規定に該当
しない者であること。
 関東地方整備局（港湾空港関係）にお
ける平成27・28年度「測量・調査」業務
に係る一般競争（指名競争）参加資格の
Ａ等級の決定を受けていること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法に
基づき再生手続開始の申立てがなされて
いる者（上記の再決定を受けたものを
除く。）でないこと。
 参加表明書及び技術提案書の受領期限
の日から開札の時までの期間に、関東地
方整備局から「地方整備局（港湾空港関
係）所掌の工事請負契約に係る指名停止
等の措置要領」（昭和59年３月31日付け港
管第927号）に基づく指名停止を受けて
いない者であること。

 入札に参加しようとする者の間に資本
関係又は人的関係がないこと（入札説明
書参照）
 警察当局から、暴力団員が実質的に経
営を支配する建設業者又はこれに準ずる
ものとして、国土交通省が行う公共事業
等からの排除要請があり、当該状態が継
続している者でないこと。

２）設計共同体 単体企業に掲げる条件を満
たしている者により構成される設計共同体
であって、「競争参加者の資格に関する公
示」（平成28年１月29日付け関東地方整備局
副局長）に示すところにより、関東地方整
備局副局長から東京国際空港西旅客ターミ
ナル地区エプロン他土質調査に係る設計共
同体としての競争参加者の資格（以下「設
計共同体としての資格」という。）の認定を
受けているものであること。

 入札参加者を選定するための基準 選定段
階における評価基準により指名するものと
し、詳細については入札説明書による。

３ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法 指名された入札参加者
は、「価格」及び「予定管理技術者の経験及び
能力」、「実施方針等」をもって入札をし、次
の各要件に該当するもののうち下記総合評
価の評価方法によって得られた数値（以下、
「評価値」という。）の最も高い者を落札者と
する。
 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内であ
ること。なお、予定価格は設計図書に基づ
き算出するものとする。
ただし、国の支払の原因となる契約のう
ち予定価格が1000万円を超える請負契約
について落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると
認められるとき、又はその者と契約を締結
することが公正な取引の秩序を乱すことと
なるおそれがあって著しく不適当であると
認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち評
価値が最も良い者を落札者とすることがあ
る。

 落札者となるべき者の入札価格が予決令
第85条に基づく調査基準価格を下回る場合
は、予決令第86条の調査を行うものとする。
 上記において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、該当者にくじを引かせ
て落札者を決める。

 総合評価の評価方法
 評価値の算出方法 評価値の算出方法
は、以下のとおりとする。
評価値＝価格評価点＋技術評価点

 価格評価点の算出方法 価格評価点の算
出方法は、以下のとおりとする。
価格評価点＝（価格評価点の配分点）×
（１－入札価格／予定価格）
価格評価点の配分点は60点とする。

 技術評価点の算出方法 技術提案書等
（参加表明書等）の内容に応じ、下記Ⅰ、
Ⅱ、Ⅲの評価項目毎に評価を行い、技術評
価点を与える。（ただし、Ⅲの評価項目は、
「履行確実性」の技術評価を行う場合に限
る。１参照）
なお、技術評価点の配分点は60点とする。
Ⅰ．予定管理技術者の経験及び能力
Ⅱ．実施方針等
Ⅲ．技術提案等の履行確実性
技術評価点の算出方法は、以下のとおり
とする。
技術評価点＝（技術評価点の配分点）×
（技術評価の得点合計／技術評価の配点合
計）
技術評価の得点合計＝（Ⅰに係る評価点）
＋（技術提案評価点）×（Ⅲの評価に基づ
く履行確実性度）（※）
（※）Ⅲの評価を行わない場合は不用
技術提案評価点＝（Ⅱに係る評価点）

４ 入札手続等
 担当部局 〒2318436 横浜市中区北仲通
５57横浜第２合同庁舎15階 関東地方整備
局総務部経理調達課契約管理係 倉科 優生
 入札説明書の交付期間、場所及び方法
交付期間：平成28年１月29日から平成28年
４月13日まで
入手場所：入札説明書等を入札情報サービ
スより配付する。
（入札情報サービスＵＲＬ
http://www.pas.ysk.nilim.go.jp/）
これによりがたい場合は、上記に掲げる
担当部局にて配付する。
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